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第１ 任免及び人数の状況 

 

 １ 採用の状況（平成 27 年４月１日） （単位：人） 

 

２ 退職の状況（平成 26 年度） （単位：人） 

定年 

退職 

早期 

退職 

普通 

退職 

その他 

合計 分限 

免職 

懲戒 

免職 
失職 

死亡 

退職 

再任用後の

離職者 

２ ３ ３ ０ ０ ０ ０ ０ ８ 

  備考 表中に掲げる用語の意義は次のとおりである。 

(1) 定年退職 地方公務員法第28条の２第１項の規定による離職及び同法

第28条の３第１項の規定による勤務延長後の離職 

(2) 早期退職 早期退職募集制度の応募による退職 

(3) 普通退職 自己都合による退職（(2)勧奨退職を除く） 

(4) 分限免職 地方公務員法第28条第１項の規定による退職 

(5) 懲戒免職 地方公務員法第29条の規定による免職 

(6) 失  職 地方公務員法第28条第４項の規定による失職 

(7) 再任用後の離職者 地方公務員法第28条の４、第28条の５又は第28条

の６の規定に基づき再任用され、定められた任期が満了したことによる退

職 

 

 ３ 職員数の状況 

  (1) 本部、署別職員数(各年４月１日現在)            （単位：人） 

職員数 

署所別 
平成 26 年 平成27年 

対前年 

増減数 

消防本部  ２７  ２６ △１ 

北上消防署  ６４  ６６ ２ 

和賀中部分署  １７  １７ ０ 

西和賀消防署  ２６  ２７ １ 

合  計 １３４ １３６ ２ 

  

 試験の種類 
選考 合計 

消防職員 
上級 中級 初級 

－ － ９ － ９ 
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(2) 消防職員の級別職員数（平成27年４月１日現在） 

消防職給料表 標準的な職 
職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

前年度職員数 

（人） 

１級 消 防 士 ４５ 33.3 ４３ 

２級 消防副士長 １１ 8.2 １１ 

３級 消 防 士 長 ３０ 22.2 ２７ 

４級 消防司令又は消防司令補 ４３ 31.9 ４６ 

５級 課長、室長又は署長 ５ 3.7 ５ 

６級 消 防 次 長 １ 0.7 １ 

合計 ― １３５ 100.0 １３３ 

※消防長は、行政職給料表を適用。 

※６級には、消防次長のほか、職務の内容、責任の程度が同等と認められる職務

が含まれます。 
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第２ 給与の状況 

 

 １ 人件費の状況（各年度決算） 

区   分 歳出総額(A) 人件費(B) 人件費率(B/A) 

平成26年度 
千円 

1,382,314 

千円 

1,048,052 

％ 

75.82 

平成25年度 
千円 

1,311,256 

千円 

1,032,685 

％ 

78.76 

 

 ２ 一般職の給与費の状況（平成26年度） 

職員数 

(A) 

給与費 
一人当たりの

給与費(B/A) 
給料 職員手当 期末・勤勉 計 (B) 

人 

134 

千円 

473,830 

千円 

141,880 

千円 

169,779 

千円 

785,489 

千円 

5,861 

  ※ 職員数は平成26年４月１日現在。 

 

 ３ 職員手当の状況 

  (1) 扶養手当、住居手当、通勤手当（平成27年４月１日現在） 

区 分 内           容 

扶養手当 

① 配偶者               13,000円 

② 配偶者以外  一人につき       6,500円 

＊ 配偶者がいない場合の一人目 11,000円 

＊ 15歳から22歳までの子     5,000円加算 

住居手当 

 貸家・間借 

月額12,000円を超える家賃を負担している職員に対し、負

担している家賃の額に応じ、最高27,000円まで支給。 

通勤手当 

① 交通機関利用者 

  実支給限度額     50,000円 

② 自家用自動車等利用者（通勤距離２㎞以上の場合） 

距離に応じ 2,000円～24,500円 
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  (2) 特殊勤務手当（平成26年度） 

職員全体に占める手当支給職員の割合 93.3 ％ 

支給対象職員一人当たり平均支給額 87,309円 

手当の種類（手当数） 
緊急運転・はしご車登てい・救急

業務・夜間特殊・災害出場（５） 

支給額の多い手当 夜間特殊業務手当 

支給対象職員の多い手当 災害出動手当 

 

  (3) 時間外勤務手当 

区  分 支給総額（千円） 職員一人当たりの支給年額(千円) 

平成26年度 30,506 248 

平成25年度 30,404 247 

 

  (4) 期末勤勉手当の状況（平成26年度） 

区  分 ６月期 12月期 合  計 

期末手当 1.225 月分 1.375 月分 2.60 月分 

勤勉手当 0.675 月分 0.675 月分 1.35 月分 

 

  (5) 退職手当の状況（平成27年４月１日現在） 

区分 自己都合 勧奨・定年 

支

給

率 

勤続20年 20.445 月分 25.55625 月分 

勤続25年 29.145 34.5825 

勤続35年 41.325 49.59 

最高限度 49.59 49.59 

 

  (6) 特別職等の報酬の状況（平成27年４月１日現在） 

区   分 定数 報  酬  額 

管 理 者 １ 年 額     54,000 円 

副 管 理 者 ２ 年 額   46,000 円 

議 会 議 長 １ 年 額     40,000 円 

議会副議長 １ 年 額   36,000 円 

議 会 議 員 ５ 年 額     34,000 円 
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第３ 勤務時間その他勤務条件の状況 

 

 １ 勤務時間の状況（平成27年４月１日現在） 

区   分 １週間の勤務時間 始 業 終 業 

毎日勤務者 38時間45分 午前８時30分 午後５時15分 

隔日勤務者   38時間45分
※
 午前８時30分 

始業翌日の 

午前８時30分 

  ※ ４週間毎の期間につき８日の週休日を設けるようにしています。 

 

 ２ 年次休暇の状況（平成26年） 

区   分 付与日数 取得日数 対象職員数 平均使用日数 

毎日勤務者 920日 328.2日  26人 13.67日 

隔日勤務者 4,320日 982.4日  108人 9.01日 

全 職 員 5,160日 1,310.6日  129人 9.8日 

    ※「対象職員数」とは、当該年の１月１日から12月31日までの全期間在職した職

員の合計。 

 

 ３ 病気休暇及び介護休暇の状況（平成26年度） 

区   分 のべ人数 

病気休暇 29 

介護休暇 ０ 

  ※当該年度において、同一の者が複数回にわたって病気休暇を取得した場合は、

その数を重複して計上。 

 

 ４ 特別休暇の導入状況 

   特別休暇の種類及び基準等は、「北上市職員の勤務時間、休日及び休暇規則(平

成７年北上市規則第10号)」に準ずる。 
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第４ 分限及び懲戒処分の状況 

 

 １ 分限処分の状況（平成26年度）                （単位：件） 

処 分 事 由 地方公務員法 降任 免職 休職 降給 合計 

(1)勤務成績がよくない場合 
第28条第１項 

第１号 
０ ０   ０ 

(2)心身の故障の場合 

第28条第１項 

第２号 
０ ０ ３  ３ 

第28条第２項 

第１号 
０ ０ ０  ０ 

(3)職に必要な適格性を欠く

場合 

第28条第１項 

第３号 
０ ０   ０ 

(4)職制、定数の改廃、予算の

減少により廃職、過員を生

じた場合 

第28条第１項 

第４号 
０ ０   ０ 

(5)刑事事件により起訴され

た場合 

第28条第２項 

第２号 
  ０  ０ 

        合  計(1)～(5) ０ ０ ０ ０ ０ 

(6)条例で定める事由による場合   ０ ０ ０ 

        合  計(1)～(6) ０ ０ ３ ０ ３ 

  ※休職に付されている者の休職期間が更新された場合は、その都度計上している。 

 

 ２ 懲戒処分の状況（平成26年度）                （単位：件） 

処 分 事 由 地法公務員法 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令に違反した場合 
第29条第１項 

第１号 
０ ０ １ ０ １ 

職務上の義務に違反し又は職

務を怠った場合 

第29条第１項 

第２号 
０ ０ ０ ０ ０ 

全体の奉仕者たるにふさわし

くない非行のあった場合 

第29条第１項 

第３号 
０ ０ ０ ０ ０ 

合    計 ０ ０ １ ０ １ 
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第５ 服務の状況 

 

 １ 職務専念義務免除の状況（平成26年度） 

免 除 事 由 条  例 のべ免除件数 

研修を受ける場合 第２条第１項第１号 １ 

厚生に関する計画の実施に参加する

場合 
第２条第１項第２号 ６ 

前２号に規定する場合を除くほか、

管理者が定める場合 
第２条第１項第３号 ４ 

合     計 １１ 

 

 

 ２ 営利企業等の従事許可の状況（平成26年度） 

区  分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事許可申請 ３ ３ 

 

 

第６ 研修及び勤務成績の評定の状況 

 １ 研修の状況（平成26年度） 

研 修 名 称 実施回数 修了者数 

岩手県消防学校 

初任教育 １ ４ 

救助科 １ ４ 

火災調査科 １ ４ 

警防科 １ ２ 

特殊災害科 １ ２ 

上級幹部科 １ ２ 

救急科 １ ２ 

消防大学校 

幹部科 １ １ 

救急救命研修所 

薬剤投与追加講習 ２ ２ 

新規救急救命士養成 ２ ２ 
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その他の研修 

調査技術会議・火災調査 １ １ 

全国消防技術者会議 １ １ 

全国消防救助シンポジウム １ １ 

東北救急医学会 １ １ 

財産管理事務研修 １ １ 

消防署長研修会 １ ２ 

消防実務講習会 １ ５ 

消防長研修 １ １ 

予防・広報講習会 １ １ 

警防実務研究会 １ １ 

公平審査事務研修会 １ １ 

公平審査事務実務研修会 １ １ 

消防用設備等セミナー １ ３ 

危険物保安技術者講習 １ １ 

安全管理者・安全衛生推進者等合同研修会 １ １ 

衛生管理者・安全衛生推進者等合同研修会 １ １ 

消防団員等災害補償事務研修 １ １ 

政策法務講座 １ １ 

人事事務研修 １ １ 

契約事務研修 １ １ 

法規事務研修 １ １ 

 

 

 ２ 勤務成績に関する制度の概要（平成26年度） 

勤務成績証明者 証明する事項 講ずる措置 

任命権者 

現に受けている号給を受け

るに至った時から12箇月を

下らない期間を良好な成績

で勤務したかどうか 

４号昇給 
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第７ 福祉及び利益の保護の状況 

 １ 厚生制度の状況（平成26年度） 

区 分 内 容 
実 施 状 況 

対象者(人） 受診者(人) 受診率(％) 

職員の保健に

関すること 

胃部検診  ７７  ６７ ８７．０ 

生活習慣病予防健診 １３４ １３４ １００．０ 

胸部検診 １３４ １３２ ９８．５ 

大腸がん検診  ７８  ７８ １００．０ 

Ｂ･Ｃ型肝炎検診   ５   ５ １００．０ 

前立腺がん検診  ２４  ２４ １００．０ 

乳がん検診   １   １ １００．０ 

子宮がん検診   ５   ５ １００．０ 

 

 ２ 公務災害補償の状況 

  (1) 公務災害（平成26年度） 

前年度末現在

未処理件数 
受理件数 

認定件数 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 公務上 公務外 

０ ２ ２ ０ ０ ０ 

 

  (2) 通勤災害（平成26年度） 

前年度末現在

未処理件数 
受理件数 

認定件数 
取り下げ件数 

年度末 

未処理件数 公務上 公務外 

０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

第８ 職員の勤務条件に関する措置の要求の状況 

平成25年度末継続件数 平成26年度新規要求件数 平成26年度末継続件数 

０件 ０件 ０件 

 

第９ 職員に対する不利益な処分についての不服申立ての状況 

平成25年度末継続件数 平成26年度新規要求件数 平成26年度末継続件数 

０件 ０件 ０件 
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